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子どもの読書活動推進計画の策定に際して、国、都道府県、および一部の市区町村では住民へ
の意見募集を行っている。この経過ならびに要望･回答の分析から、地区住民の学校図書館への
期待と自治体の対応が読み取れる。本研究ではこの分析を通して学校図書館利用者・保護者・
地域住民の学校図書館への期待と学校図書館現状のギャップを明らかにし、そこから現在の学
校図書館の問題点を明らかにする。 
 
                             
∗
 関西大学、甲南高等学校･中学校 非常勤講師 
１ 子ども読書活動推進計画とパブリックコメ
ント ～本研究の背景 
1.1 子ども読書活動推進に関する計画  
 1980年代に入った頃から、毎年の読書調査の結
果が、1ヶ月に 1冊も本を読まない中学生･高校生
割合 40-60% という高率を示すようになった。こ
こから想定される「子どもの活字離れ」を憂慮し
て立ち上げられた議員や文化人の活動から、2000
年の「子ども読書推進年」が決定、その後この精
神を活かそうと 2001年 12月に「子どもの読書活
動推進に関する法律」が成立した。 
この法律は11条からなり、うち第8条では、国
について｢子どもの読書活動の推進に関する基本
的な計画を策定しなければならない｣、第 9条では
都道府県および市町村について「子どもの読書活
動の活動に関する施策についての計画を策定する
よう努めなければならない」と定めている。 
 この法律に基づいて、文部科学省スポーツ･青少
年局青少年課は基本的計画の策定を目して 2002
年 6月 27日から7月 11日にわたってパブリック
コメントを募集した。 
それを踏まえて策定された「子どもの読書活動
に関する基本的計画」が2002 年に 8月 2日に閣議
決定、同日にパブリックコメントの結果も報告さ
れたi。 
1.2 都道府県･市町村の計画策定 
 子どもの読書活動推進法9条に基づき都道府県
および市町村でも、計画策定の動きが開始される。 
 文部科学省の調査iiによれば、2005年 3月 31日
現在、都道府県では山形県･高知県を除く45自治
体が計画を策定している。また、市区町村の子ど
も読書活動推進計画を策定したのは 184 自治体で
あった。 
子ども読書活動推進法に基づく、「推進計画」は
家庭、地域、学校における読書環境の整備をねら
いとしたものである。 
 
1.3 パブリックコメント制度 
パブリックコメントとは、「行政機関が政策の
立案等を行おうとする際にその案を公表し、この
案に対して広く国民・事業者等の皆さんから意見
や情報を提出していただく機会を設け、行政機関
は、提出された意見等を考慮して最終的な意思決
定を行うというもの」である。「特に、国の行政機
関が新たな規制を設けようとしたり、それまで行
っていた規制の内容を改めたり、規制を廃止しよ
うとする場合には、そのような機会を設けなけれ
ばならないことを閣議決定（平成 11年 3月 23日）
し、平成11年 4月から実施しています。」（総務省
ホームページ「規制の設定又は改廃に係る意見提
出手続」（いわゆるパブリック・コメント手続））iii
として、国の施策に関しての意見募集を広く行い
それを施策に反映しようとする試みである。 
文部科学省では1999年 10案件、2000年 25案
件、2001年 17案件、2002年 12案件、2003年 16
案件、2004年 21案件についてパブリックコメン
ト募集を行い、その回答をホームページで公開し
ているiv。 
都道府県では、政策県民参加制度(長崎県)、提
案の広場（北海道）、県民コメント制度（埼玉県）
など名称は少々異なるものの、意見募集を行う制
度を設けるところが増えている。たとえば大阪府
では、「大阪府パブリックコメント手続実施要綱」
（平成13年 4月１日から適用）を制定し、「府の
基本的な施策に関する計画等を立案する過程にお
いて、その計画等の案の趣旨、内容その他必要な
事項を府民等に公表し、これらについて提出され
た府民等の意見、情報及び専門的な知識を考慮し
て意思決定を行う手続」とパブリックコメントを
定義して、「府の政策形成過程における透明性の
向上を図ることを目的とする」と明記している。
そして、意見募集中の案件はホームページに掲載
しているほか、府政情報センターで公開するとと
もに、その結果もホームページや関係機関で見る
ことができるようにしている。 
さらに、市区町村でもこのような制度が設けら
れているところが増えており、都道府県庁所在地
のほかに市部を中心に制度が整備され始めている。
このうち、たとえば大阪市では、「透明で開かれた
市政を推進し、市民の皆さんの多様なご意見をよ
り的確に反映していく仕組みとして、パブリッ
ク・コメント手続の指針を策定しました。本市の
様々な施策における基本計画などを策定する際に、
市民の皆さんからのご意見を募集しますので、積
極的にご意見をお寄せください。」として、（附則
１ この指針は、平成 14 年 4 月 1 日から施行す
る。）やはりホームページに募集中の案件を掲載し
ている。 
 
２ 本研究の目的 
本研究では、2002年に策定された国の「子ども
読書活動推進基本計画」及び、それに続く各自治
体での子ども読書活動推進計画策定に際して募集
されたパブリックコメントを分析することによっ
て、市民が寄せる子どもの読書活動推進に関する
施策への期待と、それらに対する自治体の対応を
比較した。特に、学校図書館に関連する項目に注
目し、学校における読書活動推進施策に関する市
民の期待と現状とのギャップ、読書活動推進に関
する問題点を探ることを目的とする。 
 
３ 本研究の方法 
 2002年策定の国の子ども読書活動に関する基本
計画でのパブリックコメント及び、2002年以後策
定された45都道府県180市町村の子ども読書活動
推進計画のうち、38都道府県（うち栃木県、和歌
山県、広島県は人数･件数のみ）、14市区町村の計
画案に関するパブリックコメント結果を対象とし
た（表1）。 
パブリックコメントの募集方法、募集期間、パ
ブリックコメントで寄せられた意見総数に関する
分析を行うほか、特に学校での読書環境に関する
項目についての市民からの意見･要望を分析し、そ
れらに対する自治体の対応、そしてその自治体の
現状を比較検討した。「子ども読書活動推進法」
成立に腐心した「子どもと本の議員連盟」は、当
面の活動目標に司書教諭の配置を実現するための
学校図書館法改正を掲げその活動が 97 年の学校
図書館法改正の原動力になったことから考えても
その流れを汲んでその後成立したこの子ども読書
活動推進法および読書推進計画は、学校図書館の
整備充実をひとつの大きな目標としていると見て
よく、読書活動推進計画の中でも特に学校図書館
に関する記述は注目される。 
 
４ パブリックコメントの分析結果 
4.1 意見募集の実施状況 
 国は2002年6月27日から7月11日の14日間、文部
科学省ホームページ及び記者発表で子ども読書活
動に関する基本的な計画案を告知し、意見募集を
行った。 
 計画策定済みの45都道府県のうち、計画策定に
際してパブリックコメント募集を行ったことが確
認できたのは、大阪府、東京都を始めとして、39 
表１　パブリックコメント分析対象とした自治体と結果
パブリックコメント結果 備考
都道府
県番号 募集開始 終了 日数 人数 団体 件数
国 2002/6/27 2002/7/11 14 87 444
1 北海道 2003.11 2003/9/3 2003/10/2 29 29 283
2 青森県 2004.3 2003/12/15 2004/1/14 29 5 18
3 岩手県 2004.3 2003/12/24 2004/1/23 29 19 1 73
4 宮城県 2004.3 2003/11/25 2003/12/25 30 7 16
5 秋田県 2002.11 2002/10/21 2002/11/20 29 20 54
7 福島県 2004.3 2003/1/5 2003/2/4 29 37 62
9 栃木県 2004.2 2003/11/27 2003/12/26 29 6 36 数字のみ（内容なし）
10 群馬県 2004.3 2004/2/25 2004/3/10 15 25 140
11 埼玉県 2004.3 2003/12/1 2003/12/22 21 21 81
12 千葉県 2003.3 不明
13 東京都 2003.3 2003/2/13 2003/2/27 14 162 267
14 神奈川県 2004.1 2003/10/1 73 300
15 新潟県 2004.3 2004/1/26 2004/2/23 27 10 8 93
18 福井県 2003.4 2003/3/3 2003/3/17 14 21 29
19 山梨県 2005.3 2003/12/22 2004/1/20 28 1 5
(教育基本
計画の中に
含まれる）
20 長野県 2004.3 不明
23 愛知県 2003.3 2004/1/7 2004/2/3 26 113 141
24 三重県 2004.3 2003/11/25 2003/12/24 29 37 79
25 滋賀県 2004/12/22 2005/1/21 29 7 18
26 京都府 2003.1 2003/12/16 2004/1/16 30 160
27 大阪府 2003.1 2002/12/13 2003/1/14 31 14 27
28 兵庫県 2004.3 2004/2/6 2004/3/8 32 85 136
29 奈良県 2003.7 2003/4/25 2003/5/16 21 37 141
30 和歌山県 2004.3 2004/1/6 2004/1/31 25 7 37 数字のみ（内容なし）
31 鳥取県 2004.4 2004/2/25 2004/3/15 20 34 57
32 島根県 2004.3 2004/1/22 2004/2/12 20 あり(回答なし）
33 岡山県 2003.3 2003/1/24 2003/2/21 27 17
34 広島県 2003.11 2003/9/19 2003/10/2 13 数字のみ（内容なし）
35 山口県 2004/3/2 2004/3/25 23 22 266
36 徳島県 2003.11 2003/9/22 2003/10/21 29 17 56
37 香川県 2003/6/9 2003/7/8 29 13 2 83
38 愛媛県 2004.3 2004/2/16 2004/3/5 19
40 福岡県 2004.2 2003/10/16 2003/10/29 13 20 105
41 佐賀県 2004.3 2004/3/10 2004/3/29 19 9
42 長崎県 2004.2 2003/10/20 2003/11/8 18 11 19
43 熊本県 2004/4/23 2004/5/14 21 7 20
44 大分県 2004.2 2003/12/18 2004/1/16 28 3
45 宮崎県 2004.3 2004/1/23 2004/2/16 23 70 291
1 北海道 白老町 2003.3 2004/11/26 2004/12/9 13 8 23
9 栃木県 宇都宮市 2004.7 2004/5/21 2004/6/11 20 3 3
13 東京都 新宿区 2004.3 2003/12/16 2004/1/6 20 22 72
13 東京都 小平市 2005.3 2005/1/5 2005/1/25 20 22 2 58
14 神奈川県 川崎市 2004.4 2004/3/24 2004/4/9 15
14 神奈川県 平塚市 2005.3 2005/1/15 2005/1/28 13 24 108
16 富山県 富山市 2004.1 2004/6/15 2004/6/30 15 57 26項目
17 石川県 金沢市 2004.3 2003/12/20 2004/1/10 20
27 大阪府 豊中市 2005.3 2005/1/18 2005/2/7 19 30 113
27 大阪府 池田市 2004.6 2004/4/23 2004/5/12 19 5 2 30
28 兵庫県 神戸市 2004.6 2004/3/1 2004/3/15 14 12
28 兵庫県 姫路市 2004.7 2004/4/20 2004/5/19 29 9 17
35 山口県 岩国市 2004.3 2004/1/6 2004/1/31 25 26 2 120
43 熊本県 宇土市 2005.4 2004/12/2 2004/12/28 26 1 2
パブリックコメント募集子ども読書活
動推進計画
策定
自治体
 
都道府県であった。パブリックコメント制度自体
が最近開始された制度であり、子ども読書活動推
進計画策定時にはまだ施行されていなかった自治
体もある。 
意見募集の実施期間は13日間から31日間で、約2
週間または4週間であった。告知方法は都道府県ホ
ームページ掲載が主で、県庁担当課や情報センタ
ー等での閲覧・資料配布がそれに加えられた。 
市区町村での意見募集期間も13日間から25日間
で、告知方法としてはホームページ掲載のほか広
報誌掲載、図書館等での資料閲覧・配布などの方
法がとられた。 
4.2 寄せられた意見数 
 国では87名から444件が寄せられた。 
都道府県では、東京都162人267件、神奈川県73
人300件から、山梨県1人5件（山梨県では子ども読
書活動推進計画は「教育基本計画」の中に含まれ、
この計画全体への意見である）、青森県5人18件な
どまで幅が見られたが、全体的に地域住民の人口
割合からすると少ない数であった。 
 市区町村でも、宇都宮市3人3件から、岩国市26
件120項目、豊中市30人113項目と幅が見られた。 
 意見は郵送、ファクシミリ、電子メール等で寄
せられた。 
 
4.3 学校図書館をめぐる意見の内容とその回答 
 学校図書館をめぐる意見は、司書教諭や学校司
書など人的配置に関するもの、学校図書館蔵書に
関するもの、朝の読書など読書活動に関するもの、
学校図書館施設や設備に関するもの、地域開放に
関するもの、などに分けることができる。 
4.3.1学校図書館の人的体制に関する意見とその
回答 
 学校図書館に関する意見では、人的配置に関す
る意見が最も多く、今回対象とした39都道府県14
市区町村のうち、山梨県、兵庫県、鳥取県を除く
すべてでみられた。 
挙げられた意見は、司書教諭の配置、司書教諭
の専任化など図書館業務に専念できる体制作り、
学校司書の配置、「ボランティアの活用」に関す
るもの、などであった。 
１）司書教諭 
 国のパブリックコメントでは、「司書教諭、学
校司書など専門職員の必要性をうたってほしい」
とその職に就く者の専門性の評価を求め、専門教
育を受けた者の配置を望む声や、「司書教諭を専
任化してほしい」「司書教諭が職務を遂行するこ
とができるよう担当授業時間を軽減するなどの措
置が必要である」という声があった。1997年の学
校図書館法改正で、2003年4月1日以降12学級以上
校には司書教諭を配置するようになったものの、
司書教諭は担任などと兼務で図書館専従となって
いないため学校図書館に関する業務が十分できて
いない状態に不満を覚えたものであろう。 
司書教諭に関するこのような意見は、都道府県･
市区町村でも多く見られた。 
・司書教諭が業務に専念できる環境づくり(授業時間の軽
減など)を明記すべき（北海道） 
・兼任で役割を果たすことは不可能。司書教諭の専任また
は授業時間数の大幅な減少の確保を希望します（青森
県） 
・司書教諭が発令されたとしても兼務発令で現実的に図書
の仕事ができないようであれば意味がない。専念できる
ようなシステム作りが必要である（岩手県） 
・司書教諭を専任配置してほしい（東京都） 
・司書教諭が図書館の仕事だけに向けられるような職務時
間の確保を（専任化） (神奈川県) 
・司書教諭は学校図書館の業務に専念できるよう専任で
（福井県） 
・専任の司書教諭でないため十分な仕事ができない（長野
県） 
・小学校には司書教諭はおかれているが学級担任との兼務
であり専任の司書教諭の確保をお願いしたい（滋賀県） 
・専任の司書教諭を置かなくては計画案に書かれているこ
との実現は厳しいと思う／専任の司書教諭が全校に配
置される施策がほしい／養護教諭のように図書館の専
任の司書教諭の配置を求める（奈良県） 
・専任の司書教諭の配置を国に対して求めてください(大
阪府) 
・司書教諭は担任としての業務が忙しく、図書室の運営が
行えない。司書教諭の図書館運営が活発になるよう実行
してほしい（熊本県） 
・司書教諭を専任で配置してほしい（川崎市） 
・各校一名増員で司書教諭の専任制を望む／司書教諭の配
置拡大に加えて専任の検討がされたらいい／司書教諭
の専任をすすめるために教員の数を増やしてほしい／
クラス担任のある教員では時間の制限があるため司書
教諭の配置を強く望む／たとえ有能な司書教諭でも担
任との兼務では、学習･情報･読書センターの機能を持つ
学校図書館の実現は不可能（平塚市） 
など、兼務で学校図書館業務を遂行することの困
難を訴え専任の司書教諭配置を望む声が多い。 
これらに対する回答は、国は、「学校全体の取
り組みとして工夫する」「各学校の校務分掌上の
工夫や人事上の配慮について実践事例等を紹介す
るなどして各地方公共団体を支援していきたいと
考えています」とした。 
各自治体の回答も 
・教職員の協力体制の確立で述べている（北海道） 
・教職員間の協力体制を確立したり、校務分掌上の配慮を
するなどの工夫が必要であるとの認識を示しているとこ
ろです（青森県） 
・職務を十分果たすことのできる職場作りの中で対応 (福
島県) 
・教職員間の協力体制や校務分掌上の配慮など各学校の工
夫により司書教諭の活動時間を生み出しその職責を十分
果たせるようにする（埼玉県） 
・校務分掌上の配慮で（福井県）、 
・専任配置等については教職員の協力体制の確立や校務分
掌上の工夫などによって対応できるものもあると考える
（香川県） 
など、国と同様に「教職員間の協力体制」・「校
務分掌上の工夫」の回答が多く見られた。 
また自治体の回答ではいわゆる定数法が「壁」
になっているという実情が見えた。 
・国においては必要な教職員の配置が満たされておらず県
独自では現実的に困難です。現在必要な教職員の新たな
定数配置を機会あるごとに国に要望しているところです
（岩手県） 
・国に司書教諭の定数措置を要望中（北海道） 
・法による定数措置がないので専任の司書教諭及び司書を
配置することは困難です（埼玉県） 
・定数法においては司書教諭を専任配置とする措置は行わ
れておりません（滋賀県） 
・専任の司書教諭を配置することは現状では教職員の定数
を定める法律で措置されていないため困難 (奈良県) 
・職員配置については法律による定数措置がないため小中
高校において専任の司書教諭および担当職員等の配置を
明記することは困難であり今後の大きな課題として考え
ています（山口県） 
・現状では法律により定数として認められていないため困
難です（徳島県） 
 加えて、司書教諭の職務への認識が、自治体に
よって異なる一面が見られた。香川県で寄せられ
た意見は「司書教諭は校内発令ではなく教育委員
会の発令とすべき」となっており、これに対して
香川県は「各市町教育委員会が命じています」と
回答している。岡山県も同様の意見に対して「司
書教諭は県または市町村教育委員会の発令とな
る」としている。一方、 
・司書教諭は校務分掌の一環として配置する（東京都） 
・学校図書館法第5条により司書教諭は教諭が担当する校
務分掌の１つとして職務命令として発令されるので計
画案には反映できない（神奈川県） 
・ 司書教諭は学校図書館法第5条により校務分掌の１つと
して職務命令によって発令される事項です (新潟県) 
・司書教諭の発令は校務分掌の一環として位置づけていま
すので各学校においては校長が発令し、それぞれが所管す
る教育委員会への報告を義務付けている (奈良県) 
など司書教諭が校務分掌の１つであるため校長発
令にすると回答する自治体もあった。 
 司書教諭に関しては、学校図書館法改正以後も、
11学級以下校には引き続き配置猶予の附則がある
ことから、それに関しても意見が寄せられている。 
・11学級以下の配置に触れるべき (北海道) 
・12学級以下の学校の人の配置はどうするのか (埼玉県) 
・12学級以上だけでなく全校配置してほしい（東京都） 
・全学校に司書教諭の配置を（神奈川県） 
・全学校への司書教諭の配置を（福井県） 
・12学級未満の学校へも配置を進めるべき (愛知県) 
・一日も早い司書教諭の全校配置を希望する（京都府） 
・すべての小中学校に司書教諭を配置してほしい／司書教
諭の全校配置を望む（島根県） 
・11学級以下の学校にも配置してほしい (山口県) 
・すべての学校に配置してもらいたい (香川県) 
・11学級以下の学校にも配置してほしい（福岡県） 
市区町村でも、 
・ 司書教諭を全校配置していただきたい（白老町） 
・司書教諭の配置を100%になるようにしてほしい（宇都宮
市） 
などの意見があった。 
それに対しては、「11学級以下の学校について
は積極的な配置を市町村に促していきたいと考え
ている」（京都府）「11学級以下の学校について
も発令を奨励していきます」（徳島県）など、小
規模校への配置に積極的なところもあれば、「12
学級以上の学校に配置した上で配置するよう努力
する」（東京都）「司書教諭の配置及び発令につ
いては法令に従い12学級以上の規模の学校に対し
行う予定です」(大阪府) 12学級という学校図書館
法の線引きを重く捉え、それ未満の学校への施策
は消極的と見られる回答もあった。 
２）学校司書 
学校図書館の実務を担当する学校司書について、
国には「学校図書館事務職員は専任であることが
必要である」という意見が寄せられた。 
 都道府県･市区町村でも同様の意見は数多く見
られた。 
・ 専任の司書(事務職員)の計画的配置について明記する
とともに、配置を促進するために職員配置に対する人件
費補助の支援を盛り込むべき (北海道) 
・ 専門の知識をもつ専任の学校司書の設置を強く希望し
ます（青森県） 
・ 兼任司書教諭を配置拡充するだけでは、教諭の負担を大
きくさせるだけで読書の推進に結びつかないとの現場
の声が大きくある。専任司書の配置を進めることを県の
施策とするようぜひともお願いしたい/専任の学校司書
を配置すべきである/学校司書の配置を望みたい（岩手
県） 
・ 学校図書館担当事務員の配置について記載すべきであ
る (宮城県) 
・ 小中高に専任の学校司書を常駐化させる/12学級以上の
学校図書館には司書教諭の配置ではなく教諭と兼務で
ない図書館司書の配置をする計画にしていただきたい
（秋田県） 
・ 学校司書を配置してほしい (千葉県) 
・ 学校司書の配置を切に願う/すべての学校に専任で専門
の司書や司書教諭を配置できるよう各市町村に働きか
けてほしい/ぜひ人員の確保をお願いする/学校司書」の
配置を各小学校に望む/資料・設備の整備・充実を図る
には人的配置が最優先ではないか。/常時開館のために
は学校司書が配置されてほしい(埼玉県) 
・ 学校図書館事務職員を配置してほしい (東京都) 
・ 全小中学校に学校司書を2名以上配置する／小中学校に
おいて非常勤学校司書を週2－3回の配置を (神奈川県) 
・ 司書教諭の補助として長く図書室を管理できる方が必
要／学校図書館司書配置については12学級未満も含め
て積極的に配置するよう県が各市町村に指導してほし
いと思います／学校司書の存在は大変重要。必要性につ
いて真剣に考えてほしい (新潟県) 
・ 小中学校には学校司書を配置する／小学校に学校司書
が必要だと思う／小中学校に司書が必要／ボランティ
アでは専門的知識もなく限界があるので専門の学校司
書が必要（福井県） 
・ 学校図書館に常勤の司書を置くことを県下どこの学校
でもできるようにしてほしい (長野県) 
・ 学校司書を配置することが望ましい旨を明記すべき 
(愛知県) 
・ 学校司書の配置を進めること（三重県） 
・ 学校図書館に常駐して対応することのできる司書の存
在が重要。数校に1名ずつ配置できないか。また司書を
配置している市町村へ府として補助をするような施策
をしてほしい／「小中学校への司書の配置を促します」
を追記してほしい（京都府） 
・ 学校図書館を利用しやすくするためには専任の学校図
書館司書と司書教諭が必要である（大阪府） 
・ 学校図書館を充実されるには専任の学校図書館司書の
配置が不可欠。県が指導して配置を推進すべき。／本と
子どもをつなぐ人がいなければ本は利用されません。ぜ
ひ本をおくだけでなく、「人」も配置してくださること
をお願いしたい。小中学校の図書館に専任の司書を置い
てほしい／学校図書館に司書を置き本を紹介したりま
た読み聞かせお話ブックトークなどを通じて本の世界
へ誘ってこそ、自主的意欲的な読書活動を推進できると
思う／情報化するならなおのこと専門知識をもった学
校司書が必要とされる。整備はどのような方法で行うの
か具体的な案を出すべき／すべての学校図書館に専任
の司書を配置してください／学校図書館を活用するの
であれば専門の知識と技術をもった専門職員の配置を
お願いします／ (奈良県) 
・ 小中学校図書館への専任職員配置を強力に進めてほし
い／専任職員がいるのといない学校があるのは不公平
だ。／すべての小中学校に司書教諭、学校司書職員を配
置してほしい (島根県)  
・専任の司書を学校図書館に配置することが望ましい旨
を明記してほしい (岡山県) 
・ 学校図書館の充実に向け正規専任の学校司書を配置し
てほしい(4件） 
・ 各学校に専任の図書館担当職員（学校司書）を配置して
ほしい 7件 (長崎県) 
・ 常勤でなくてもなんらかの形で司書を配置するように
しないと、本来の目的である読書活動は意味を成さない
と思う (熊本県) 
・ 学校図書館には司書教諭、学校司書、ボランティアの3
者がいるのが理想。パートでもよいから人をつけるべき
／市内全校に学校司書の配置を検討してほしい (川崎
市) 
・ 小中学校に専任専門正規の学校司書の配置を強く希望
する／常勤の司書が配置されればいつでも利用できる
センターが実現できるのでは／小中学校に専任の司書
を配置してほしい／早急に学校司書の配置に必要な費
用を予算化してほしい／ボランティアをしてきたがや
はり司書は必要。先生方との連絡が不可欠／専門、専任、
正規の司書の配置を要望する／ボランティアはあくま
でも間に合わせであり司書を配置することを検討して
ほしい／選書のためにも専任の司書が求められている
／司書教諭のみならず司書が必要。(略)図書にも実務に
生きる(実際に図書のことがわかる人材)支援職員がほ
しいと思う。(平塚市) 
・ 学校司書の配置を(富山市)。 
・ 司書教諭とボランティアだけでは学校図書館の充実は
図れない。司書の配置が必要（6件）(金沢市) 
・ 司書・司書教諭は必要／資格を持った人に常駐してほし
い／担任を外れた教師の振り分けではなく専門職を配
置してほしい／司書教諭の配置、専門司書を学校に配置
してほしい／図書館にはいつも専任の人がいて子供が
自由に出入りすることができる状態が好ましい／専任
の司書、司書教諭がいないことで読書の機会を逃してい
ることが大変残念。専門の司書の配置を希望する／学校
司書の配置は必然である。司書がいる学校で変わった事
例がいくつもある。学校の図書館はいつも鍵がかかって
いる。どうやって読みたいときに本を手に取るのか。 
(神戸市) 
・ 司書の育成設備の充実に取りくんでほしい／学校司
書・学校補助員については学校現場に必要な存在である。
／学校司書の必要性は説かれているが、具体的に○年以
内には必ず、がない。／コンピュータを使っての検索は
便利だが、学校司書がいてこそ生かされる。／公共図書
館との連携のためにも学校司書が必要である。（岩国
市） 
・ 小規模校には中学校区ごとに1人の司書教諭か学校司書
の配置を（大分県） 
・ 学校司書の配置または司書教諭を学校図書館専任にす
ることを明記してほしい (小平市) 
・ いつも司書がいて開館している学校図書館であってほ
しい(姫路市) 
 これに対し、国は「国として財政事情等から困
難」と回答している。都道府県の意見では、市町
村の責任としながらも積極的配置の方向で促進・
支援をいうものは多くはなく、市町村の責任とだ
けしたもの、司書教諭に関する言及に置き換えた
もの、さらには標準法の規定外で困難とする回答
が見られた。 
○（市町村の責任としながらも）積極的配置の方
向で促進・支援をいうもの 
・ 「配置なども期待される」と記載(宮城県) 
・ 学校司書等の配置に関する記述を追加／県立学校では
今後も学校司書については採用配置につとめる。市町村
立学校への配置については市町村が判断すべきで県と
してはその配置を促していくこととしている(福島県) 
・ 司書が果たす役割も大切になっている。市町村に対して
司書の配置にご理解いただいているところ 今後も常
勤の司書の配置について依頼していく(長野県) 
・ 市町村の主体的取組。県からも働きかける(岡山県) 
・ 専門的職員の配置は重要と考え、記述するように修正
(山口県)（「学校図書館をより充実させるためには司書
教諭や学校図書館担当の職員等の適切な配置や・・」） 
・ 県立学校には全校配置、県としても、学校図書館事務職
員の研修充実および学校図書館の充実について市町村
に対して適切な措置をとられるよう働きかけていきま
す(佐賀県) 
・ 県立学校では 51 校で配置。小中学校では小学校 44 校、
中学校 27 校に配置。今後とも機会をとらえ市町村への
働きかけを行っていく(長崎県) 
・ 県立学校外の小中高等学校への司書教諭以外の担当者
以外の配置は市町村の主体的な取組 県では配置の工
夫や実践事例の紹介などを通じて配置を促していきた
いと考えています(千葉県) 
○市町村の責任とだけしたもの 
・道立学校12学級以上にはすでに配置、市町村の責任(北
海道) 
・市町村の事情 県は財政事情（岩手県） 
・都立高校及び一部の区市町村立学校で実施。区市町立学
校における配置は設置者の判断で行うもの(東京都) 
・成果をあげていることは承知している 市町村の取組
(大阪府) 
・ 県立学校では 12 学級以上学校に司書を配置 義務教育
学校には市町村の主体的な取組 地域ボランティアの
活用事例を紹介したい(奈良県) 
・ 県立学校では 66 校に配置。市町村立学校への配置は市
町村の主体的な取組であると考える(三重県) 
・ 県立学校以外の学校司書については市町村や設置者の
裁量によるもの(宮崎県) 
・ 市町村の財政事情等によるところであり県としての目
標数値等については言及できない(福岡県) 
・ 学校司書(補）の配置は市町村教育委員会が地域の特性
に応じて配置。市町村教育委員会が検討し市町村の推進
計画等に反映していくことが必要であると考えており、
市町村の推進計画の策定を促していきたい(大分県) 
○「司書教諭」への言及への置き換えなど 
・ 司書教諭の養成に努めるとともに司書教諭の効果的な
活用を推進してまいります(青森県) 
・ 司書教諭が中心となる(福井県) 
・ 県としては司書教諭の機能の発揮を優先して働きかけ
(愛知県) 
・ 司書教諭の実践によって読書書推進の重要性が市町村
で認識され学校司書の配置促進につながることを期待
(三重県) 
・緊急雇用創出事業の終了する平成 17 年度以降はその成
果を踏まえボランティアの協力を得てその支援体制をさ
らに発展充実させていく必要があると感じています。先
進的な取組についてこれを全県に紹介することにより各
市町の工夫ある取組を期待したい／学校図書館運営の中
心はあくまでも司書教諭。これを補助する役割として配
置するのが指導補助員(香川県) 
・司書教諭は図書館に駐在しているわけではない。そのた
め図書館支援員やボランティア方々の存在は非常に貴重
であり、協力はかかせないと考える(愛媛県) 
・「司書教諭の配置」「教職員間の連携」「外部人材によ
る学校図書館活動の支援」の3つの視点から充実を図る
(熊本県) 
○困難とだけ回答したもの 
・ 法による定数措置がないので専任の司書教諭及び司書
を配置することは困難 高等学校においても専任の司
書教諭を配置することは困難／小中学校には「司書」を
配置しておりませんし今後も困難であります。高等学校
については司書と司書教諭両方を配置しています(埼玉
県) 
・ 標準法の規定外のため対応できません／校内の協力体
制の充実について市町村教育委員会を通して働きかけ
る(神奈川県) 
また市区町村の回答も、積極的配置の方向を示
すものと司書教諭業務を強調したりボランティア
の活用を言うものに分かれた。 
○積極的配置 
・「12学級未満の学校にも司書教諭を拡大配置するよう務
めます」を削除し、新たに「学校図書館担当司書の配
置をめざします」を加えます(平塚市) 
○司書教諭業務の強調プラスボランティア活用 
・現段階では司書の配置は考えていない。司書教諭の機能
化に加え学校全体の教員の意識向上、学校図書館ボラン
ティアとの連携を進めて行きたいと考えています(金沢
市) 
・学校図書館司書教諭の養成・配置に取り組みます。地域
ボランティアの導入に取り組みます(神戸市) 
・司書教諭や図書館担当者が工夫してさらに充実した図書
館運営を行っていきます（姫路市） 
・緊急雇用創出事業により配置してきた学校図書館スタッ
フ制度は平成15年度で終了いたしました。この後はPTA
を初め地域のボランティア等のご協力をいただきなが
ら各学校の実情に応じて工夫した協働の仕組みの中で
学校図書館の充実に努めてまいります(新宿区) 
・司書教諭が学校図書館運営の中枢を担う。計画に基づき
学校支援ボランティアに協力をお願いしたい(小平市) 
 現在すでに学校司書を配置している自治体にお
いてはその配置の継続や100%の配置、そして専門
職としての専任化を望む声が多い。それは、現在
配置されている学校司書の活動への市民からの高
い評価とのあらわれともいえよう。 
・ 学校図書館担当事務員の配置について記載すべきであ
る3件(宮城県) 
・ 県立高校や小中学校のように学校司書が学校図書館の
形を整えてきた経緯がある。ぜひ学校司書の役割や学校
司書の未配置市町村等への配置の促進等についてもふ
れていただきたい／学校司書の存在は大変重要。必要性
について真剣に考えてほしい(新潟県) 
・学校図書館指導補助員の配置は平成17年度以降も強化し
残すべき。学校司書を配置している高松市、丸亀市、牟
礼町、詫間町の取り組みを県としても積極的に支援して
もらいたい(香川県) 
・学校司書や司書補などの学校図書館職員についてふれる
べき／郡山市における司書補の配置が県全体に広がる
ことを期待する（郡山市内には、小学校 62 校、中学校
27 校、合計 89 校の公立小中学校がある。このうち、57
校には司書補がおり、市図書館協議会の司書部会を構成
している。司書部会は30年の歴史があり、読書の啓蒙・
学習支援など学校図書館業務の重要な役割を果たして
いる。その一方で、残り 32 校には司書補がおらず図書
館の整備状況も決して十分とは言えない。）／すべての
学校図書館に専任の学校司書等を配置すべき（福島県） 
・各学校には学校司書配置に格差がありその条件もまちま
ちである。県下で統一した学校司書の配置をお願いした
い／人的措置の推進という見出しにかかわらずボラン
ティアの協力によって充実を図ろうとすることに疑問
を感じる 県内では自治体の努力により小中学校非常
勤職員が500余名配置されている。予算的支援はできな
いまでもこのことについて評価すべきではないか。(埼
玉県) 
・学校司書の働きについて詳しく触れてほしい(長野県) 
・学校司書の配置を 100% になるようにしてほしい (宇都
宮市) 
・学校図書館へ専門の司書の方に来年度もぜひ来てほしい
／小学校図書館の人的サービスの継続を／学校図書室
に今後も司書の方の派遣をお願いします／平成 16 年度
も小学校に司書の方を引き続き配置してください／学
校図書館スタッフを区独自に配置、充実を企画してくだ
さい／学校図書館スタッフの必要性については有資格
者や経験者の選任スタッフという位置づけが必要／学
校図書館スタッフは少なくとも週2日1日6時間の勤務
の継続を願う／小学校に図書管理と読書担当を専門と
する人を1校に1人雇用しては／14・15年度に行われた
学校図書館スタッフ制度をぜひ続けてほしい／成果を
上げてきた学校図書館スタッフ制度の存続を／アドバ
イザーの配置など学校図書館の充実を希望します（新宿
区） 
・学校司書の配置継続を明記してほしい／学校図書館の専
任司書は池田市の優れた施策なのに評価と役割の記載
がない／学校図書館の人についてふさわしい人材配置
の記述・計画がない／これからも学校司書の充実と位置
づけを入れてほしい (池田市) 
・学校司書配置の後退を招かないよう学校司書の位置づけ
の明確化が望まれる (岡山県) 
 そして、現在の学校司書の多くが臨時職員であ
ることを受けて、正規・常勤など司書の身分の安
定を願う声も少なくなかった。 
・専任の司書(事務職員）の計画的配置について明記する
とともに、配置を促進するために職員配置に対する人件
費補助の支援を盛り込むべき(北海道) 
・正規･専任の学校司書を配置してほしい(佐賀県) 
・司書補がその活動に専念すべきであり、賃金を市･県職
員と同等にして安定して働けるようにすべき(福島県) 
・学校図書館司書を安易なボランティア活用や短期雇用人
材確保で代用することはさけてもらいたい(島根県) 
・常勤の司書を配置してほしい(千葉県) 
・各学校専任の学校司書が必要（神奈川県） 
・各自治体への「専任職員の配置のはたらきかけ」を県の
とりくみとしていただけないでしょうか」（新潟県） 
・専任職員の配置を目標として掲げてほしい／県の施策と
して学校司書の位置づけに取り組み、専任の正規職員と
して配置するようつとめること。具体的な数値目標を示
すこと (山口県) 
・学校図書館の充実に向け正規専任の学校司書を配置して
ほしい(4件）(福岡) 
・各小中学校への専任司書の配置(新宿区) 
・学校図書館を学習情報センターとして機能させるために
は専任司書が必要。各校に司書を配置してほしい／各校
に司書を配置してほしい／専任司書は第一優先でお願
いしたい／学校図書館を学習情報センターとして機能
させるためには専任司書が必要。／専任の学校司書の配
置をしてほしい（小平市） 
・「司書などの資格を持つ人材を適正に配置」は正規職員
であってほしい(宇都宮市) 
・学校司書週2回以上の巡回を専任・常勤に (53件）（富
山市） 
・学校司書の身分改善(正規化)をはかることを明記すべき
27件(豊中市) 
・学校補助員については専門で正規の学校司書配置の実現
をお願いする／専門で正規の学校司書が1校専任で配置
するのが望ましい (岩国市) 
 これらに対して自治体の回答は厳しく、正規化
等の希望に応えたものは見当たらなかった。 
・まずは週2回以上の巡回の実現につとめ専任常勤につい
てはその後の検討課題と考えている(富山市) 
・学校司書の役割の重要は認識している。対応は困難だが
学校司書業務の遂行にとってよりよき方策をめざして
文章を変更します。「その能力を継続して発揮できるよ
う条件整備に努めます」 (豊中市) 
・学校司書の必要性については十分に認識しており、平成
13 年度からの学校図書館補助員の成果を鑑みて検討し
ていきたいと思います。また市では行政改革のための人
員削減を図っており、人的配置には多額な予算が伴うた
め、具体的な設置年数を打ち出すのは困難です。(岩国
市) 
・緊急雇用創出事業により配置してきた学校図書館スタッ
フ制度は平成15年度で終了いたしました。この後はPTA
を初め地域のボランティア等のご協力をいただきなが
ら各学校の実情に応じて工夫した協働の仕組みの中で
学校図書館の充実に努めてまいります(新宿区) 
３）ボランティア 
ボランティアに関しては、ボランティアでもと
にかく「人」がいれば、という意見もあるが、大
半はあくまでもボランティアは自発的行為でスタ
ッフの一部ではないとする意見であり、学校図書
館スタッフの一部と考える自治体側との食い違い
が見て取れる。 
○ボランティアの活躍を期待するもの 
・ 司書が配置されることが望ましいが財政的に困難で
あればボランティアを養成して配置するだけでも効
果が期待できる／ボランティアの方々に支援員とし
て協力してもらってはどうか(岩手県) 
・ 始業前の読書や読み聞かせボランティアを無理のな
い範囲で継続してほしい(島根県) 
・ 司書教諭を配置できないならば図書館ボランティア
を 保護者等に呼びかけ(徳島県) 
○「ボランティアの活用」に異を唱えるもの 
・学校図書館の運営に関してかかわることを国が求めるべ
きではない(国) 
・ボランティアを募り、の表現を削除してほしい（学校司
書の充実を図ることが先決である）(東京都) 
・ボランティアを安上がり行政を担うものとしないで(神
奈川県) 
・学校図書館におけるボランティアの活用は司書教諭、学
校司書などの職員体制が整ったことを前提として行う
べきでありボランティアをその不備を補う形で活用を
図るべきではない／ボランティアが学校と協力して図
書館運営にまで活動できるように連携を促進するとい
うのは学校司書の現実をあまりにも知らなさ過ぎる。
(長野県) 
・司書教諭が専任でない中どう推進していくのか。ボラン
ティアに期待することが多すぎる（埼玉県） 
・学校図書館は専任の司書が担当すべきでボランティアに
まかせるのは問題である／安上がりのお手伝いとして
の安易なボランティアの受け入れは危険である／学校
図書館は児童生徒のプライバシーにも触れるのでボラ
ンティアにまかせるものではない(奈良県) 
・ボランティア活動の部分は削除すべき。専門的専任職員
の配置がないままでのボランティア促進を図らないで
ほしい(山口県) 
・ボランティアだけに頼る体制では学校図書館は充実して
いかない(川崎市) 
・司書教諭や担当教諭とボランティアの役割と職務内容を
明らかにし、というのはボランティアは法律で定める職
務や役割はないのでとるべき（金沢市） 
・ボランティアは補助サポーターとしてのみ機能し運営に
関することはすべきではないと思う。(神戸市) 
・ボランティアでは専門的知識もなく限界があるので専門
の学校司書が必要（福井県） 
○ボランティア導入にはコーディネータが必要で
あるとするもの 
・学校図書館に入るボランティアは司書を中心として活動
を展開できるように (神奈川県) 
・ボランティアは前提として司書教諭や学校司書などのコ
ーディネーターの存在が必要 (長野県) 
・る／ボランティアが入ってもボランティアの独断ででき
ない。図書館担当の先生は必要。(徳島県) 
・学校図書館ボランティアは学校側に窓口になってくれる
人が必要(香川県) 
・ボランティア受け入れ支援体制の確立が必要(川崎市) 
・保護者がボランティアとして入る場合研修が必要。その
ためにも図書主任や司書教諭の介入が必要(平塚市) 
・ボランティアを受け入れる学校図書館に司書を配置して
ほしい それがボランティアの育成にもつながる（福井
県） 
4.3.4 学校図書館蔵書に関する意見とその回答 
 計画案に対しては、学校図書館蔵書や図書購入
の予算についても意見が寄せられた。 
国の計画案に対しては、「地方交付税措置によ
る学校図書館資料整備費が確実に予算化されるよ
う措置してほしい」という声や、また「高等学校
の図書整備についても言及してほしい」という意
見が寄せられた。これらに対し、「各地方公共団
体に適切に予算が確保されるよう努めていきたい
と考えています。高等学校についても地方交付税
の備品購入費に図書を購入するための経費が積算
されているところです」と回答している。 
 都道府県では、学校図書館図書整備5ヵ年計画に
関する意見と回答が見られたが、交付税措置が確
かに図書整備に用いられるようにとする望みが多
い一方で、都道府県では直接の管轄は市区町村で
あることなどを理由に「促す」「働きかける」な
どの表現で終わっている場合が少なくない。 
○予算化・交付税措置に関するもの 
・各市町村に対し交付税措置の趣旨についての理解を求め
蔵書の充実をはかることを明記すべき → 国の5ヵ年
計画に基づく整備について記述している(北海道) 
・5ヵ年計画の期間内に地方交付措置分から図書費の予算
化を各市町村で確実に行うことを要望します → 市
町村に働きかけていくことを明記しています(青森県) 
・小中学校図書館の蔵書充実を図るよう各市町村を強く指
導する → 5ヵ年計画に基づく図書整備費の適切な予
算化を各市町村に働きかけるとともに各学校には図書
標準の達成を目標として計画的な整備充実を図るよう
指導助言していく(秋田県) 
・学校図書館の図書資料の整備・充実に関する基準を明記
するとともに、必要な予算的措置を講じる必要がある 
→ 義務教育書学校には「学校図書館図書標準」がある。
予算措置については各年度ごとの具体的な予算要求を
通じて施策の実現を図ってまいります (福島県) 
・(予算に限らず）数値目標は5年後の成果 反省の公表を
お願いします/具体的な数値があるからこそ目標が謳え
るので県民の納得のいく根拠と目標を明記してほしい/ 
650億円の県内の施行状況は？してないところはすぐす
るようにうながすこと → 5年後の成果を公表し、次
の読書推進の基礎資料とします/計画の中に数値目標を
掲げ、現状については参考資料に可能な限り掲載します
/今後の具体的な取り組みの中で参考事項や参考意見と
して活用させていただきます (群馬県) 
・図書資料に関する予算を十分に措置してほしい／整備費
650億円の予算が学校図書館の整備費に使われるよう厳
重に監視してほしい → 県立学校では学校予算を
計画的に配分し図書資料の整備充実に努めます。市町村
において国の地方交付税措置を活用するなど学校図書
館図書資料の計画的な整備が図られるよう促すことと
しています（千葉県） 
・財政的裏づけを明記してほしい → 都立学校は各学校
長が判断するので明記できない。区市町村では個々の財
政事情等を勘案し図書整備を行っている(東京都) 
・学校図書館のために使ってよいはずの税金がもう十分だ
からと予算化されないことがあるそうだ実態調査と問
題点を提示することができれば次にとる方法が見えて
くるのではないか／予算を増やして興味を持てる本を
買うようにすることだ → 要望として受け止めさせ
ていただきます(神奈川県) 
・市町村によって学校図書館の充実度に格差があります。
県が各市町村を指導していくことを明記してほしい／
各高等学校に十分な予算が配当されるようぜひ施策を
進めてほしい／整備が進んでいない市町村に積極的に
働きかけ資料整備の促進を図りますとしてほしい／市
町村においては図書購入費の財源の確保に努め」として
ほしい／図書標準の達成だけでなく内容が問題 県か
らの指導も重要／交付税の使い道が学校図書館整備以
外に使われないように県は各自治体に積極的によびか
けます」と加えてほしい→市町村においては図書購入費
の確保に努め、各小中学校が図書標準を達成することが
望まれますと示している／予算の配当方法については
現行どおり実施する予定ですが、さまざまな会議研修等
の機会を通じて資料の整備等について働きかけます／
市町村の取り組みで示している／「各学校への指導や情
報の提供を行います」としている(新潟県) 
・学校図書館の図書購入費を増やすこと／交付金が目的の
ために使われていない実態がある／交付金が使われて
いない実態がある。しっかり調べてほしい → 5ヵ年
計画については各市町村に通知し、図書資料等の充実を
お願いしているところです。 (長野県) 
・蔵書の質量のいっそうの整備充実のための具体的な予算
措置を盛り込むべき → 県は本計画で計画期間中に
総計約320万冊という数値目標を示し市町村が国の地方
交付税措置を活用して図書資料等を整備するよう促し
ている(愛知県) 
・学校図書館の資料購入費の確保と増額を図ること→国は
地方交付税で措置する施策を実施。市町村の財政状況を
勘案し学校図書館の資料整備を行っています。県立学校
については学校規模に応じて学校運営費の中に図書資
料費を含めてあります。(三重県) 
・学校図書館を整備するために数年間の思い切った予算化、
その後も計測するための予算化が必要。学校図書館の資
料の充実が図られるよう府が支援してほしい → 地
域の実情に応じてそれぞれふさわしい形で整備される
よう市町村と連携を図って行きたい。小中学校について
は図書標準の計画的な達成にむけて主旨が理解される
よう努めるとともに府立学校については計画的整備に
努める(京都府) 
・とりわけ学校図書館当の資料費の大幅増等の施策が必要
ではないか→地方交付税措置による図書購入費の意義
について市町村教育委員会に対し理解をもとめていく。
府立学校については予算の中で計画的に蔵書を充実し
ていく(大阪府) 
・学校図書館の蔵書の充実を図ってほしい (兵庫県) 
・財政的基盤はどうなるのか。／財政上の措置を努力事項
として加えてほしい／国の5ヵ年計画以外に県として充
実させるための数字を提示してほしい→必要な予算措
置については事業主体となる各自治体がそれぞれの実
情に応じて決めるものであることから具体的には記載
していない／／各市町村に対し図書標準の達成に向け
た地方交付税による図書購入が計画的に進められるよ
ういっそうの理解を求める必要があると考えている(奈
良県) 
・5ヵ年計画の交付税が使われているのか現状を把握し県
としてリーダーシップをとってほしい (島根県) 
・措置される交付税がほかに流用されることのないよう制
度の周知をはかるとともに市町村を指導してほしい 
→ 「市町村に働きかけます」に変更(岡山県) 
・財政措置について述べ、数値目標を定めるべき → 実
行計画を検討する中で、市町村計画との整合もはかりな
がら調整を行いたい(山口県) 
・交付税措置によって資料の充実を行わない市町は公表す
るなどして実施を求めていく必要がある → 財政上
の事情もあり地方交付税の性格上一律な対応を市町に
求めることは困難だが、各市町へは今後とも計画の達成
について積極的に働きかけていく(徳島県) 
・学校図書館の充実のため市町村の地方交付税の使い方を
案に入れるべきである → 地方交付税については国
と市町村が直接行うものでその使い方については市町
村の裁量によるもので本計画には記載できません(宮崎
県) 
整備を図るとしている蔵書コレクションについ
ては以下のような意見が寄せられた。 
○学校図書館図書標準について 
・蔵書数について冊数が基準を満たしていても古い本がい
っぱいあっては活発な利用は見込めないので、蔵書の内
容の検討も各校で行うよう促してほしい → 各学校
の裁量で行われるべきもの 各学校が適切な蔵書構成
に取り組んでいるところ(岩手県) 
・学校図書館は蔵書数が少なくひどい状況。県もしくは各
市町村職員が直接学校図書館に出向いて行う学校図書
館実態調査が望まれる → 計画を実施していく中で
検討してまいりたい(宮城県) 
・使用に耐えない古い本も含めて図書標準を満たしている
状況はいかがなものか。 → 図書の整備にあたっては、
図書標準を満たすことを合わせて子供の多様な関心に
対応する計画的な整備が図られることを促すこととし
ました。(福島県) 
・数より質の評価を → 計画の中に数値目標を掲げ、現
状については参考資料に可能な限り掲載します (群馬
県) 
・図書標準(中学）は100%に → 計画に盛り込みます(群
馬県) 
・図書標準を達成するよう努めてほしい → 県
立学校では学校予算を計画的に配分し図書資料の整備
充実に努めます。市町村において国の地方交付税措置を
活用するなど学校図書館図書資料の計画的な整備が図
られるよう促すこととしています（千葉県） 
・図書標準の達成率目標数値は100%にすべき／共有化を図
る前提として各学校図書館で十分な資料を整えること
を明記してほしい → 図書標準の目標数値は現実的
なものに設定した。(長野県) 
・図書室をみていてもっと本がほしいと切に思う→学校図
書館の蔵書の計画的な整備について市町村教育委員会
に働きかけてまいります(埼玉県) 
・学校図書館の蔵書の充実を図ってほしい→p13に記述(兵
庫県) 
・図書標準については少なくとも現在の達成率、最終達成
年できれば年次計画をだすべき → 各市町村に対し
図書標準の達成に向けた地方交付税による図書購入が
計画的に進められるよういっそうの理解を求める必要
があると考えている(奈良県) 
・図書購入費の不足から時代にあわない地図、古い辞典な
どを使わなければならない現状があるのではないか／
図書標準達成率が上げられているが、同じ本を何十冊買
ったり古い本もカウントされていたりするので必ずし
も図書館充実の根拠にならないのではないか (島根県) 
・図書標準達成を100%に達成するに修正すべき→実行計画
を検討する中で、市町村計画との整合もはかりながら調
整を行いたい(山口県) 
・図書標準の達成率目標数値は100%にすべき／共有化を図
る前提として各学校図書館で十分な資料を整えること
を明記してほしい→図書標準の目標数値は現実的なも
のに設定した。(長野県) 
・図書標準の割合については、単に冊数だけでよしという
わけに行かない／達成校割合70%ではなく100%とすべき
→図書の内容についても点検の上必要な整備を図る／
過去の推移と向う年間の地方交付税措置積算額と廃棄
図書との関係等を考慮して数値目標を示している(香川
県) 
また小中学校を直接管轄する市区町村では以下
のような意見と回答が見られた。 
・現状の費用から見て増額が必要。→相当の予算が必要
になるが、計画を決定し総合計画等に盛り込み各関係部
署において予算計上を図っていくもの。(白老町) 
・「図書標準100%達成」は必ず実現していただきたい→
着実に事業の具体化につとめていきます(宇都宮市) 
・IT化よりもまず資量の質量が問題である／学校図書館に
必要な本がない充実が必要 → IT化とともに図書標
準の達成に努めてまいります(川崎市) 
・蔵書数を増やす具体的な数値をあげてほしい現在の予算
を変えずに増やすことは不可能／本の購入に子供の意
見を取り入れてほしい／蔵書充実のために予算増額を
→図書標準を目標に整備を進めております。蔵書の充実
のため必要な予算の確保に努めてまいります／子供の
興味を引く内容のものをそろえるのが重要／蔵書の充
実のため必要な予算の確保に努めてまいります(平塚
市) 
・図書購入費の増額が必要である(豊中市) 
・充実を図るにはもっと予算を増やしてほしい 調べ学習
の資料を充実させてほしい／地方交付税が降りてきて
いるはずだが資料費に反映されるのか → 市全体の
財政状況がかかわってきますので、計画そのものに謳う
ことはできませんが本文の記載にあるように努力して
まいります（池田市） 
・蔵書の充実を図ります(神戸市) 
・読みたい本があることが重要。学校図書館を充実してほ
しい → 図書購入の必要性は十分認識しており購入
冊数の増加につとめていきます(姫路市) 
・学校では努力しているが予算が限られており思うように
行かない → 教育委員会では図書標準を目ざし予算配
当も以前に比べ充実するように努力しています。まだ不
十分と感じられると思いますが限られた予算の中で工夫
していただくようお願いします（岩国市） 
 
4.3.5学校図書館施設･設備に関する意見とその回
答 
１）学校図書館施設・設備  
 学校図書館施設・設備に関しては以下のような
意見と回答が見られた。 
・学校図書館の設備の整備計画を策定する→学校図書館の
施設や環境についてのモデル的な事例の紹介等を行っ
ている。また学校図書館の蔵書や設備などの充実が図ら
れるよう地方交付税措置が講じられています。(国) 
・図書館にエアコンの配置。図書準備室や環境面でも完備
してほしい８件(神奈川県) 
・小中学校でも蔵書のデータベース化や空調機器の整備、
パネルシアター当の取り組みができる多目的スペース
の設置とそれを整備維持する人的財政的措置が必要(京
都府) 
・魅力のある学校図書館を（開館時間を長く、魅力のある
本を充実、冷暖房完備、読み聞かせスペース） → 冷
暖房など予算措置を伴うものは今後の課題とする(徳島
県) 
・冷房の完備などが必要／整備費としての予算がほしい→ 
先進事例を参考にリラックスして読書活動ができる環
境整備を検討してまいります(平塚市) 
・学校図書館に学習コーナーの設置を進めるよう加えてほ
しい→ 現在学校によってさまざまな取り組みがなさ
れており設置とその充実に努めております（富山市） 
・学校図書館の広さの確保について実際に行うのは可能か 
→改造して広くするには多額な予算がかかりかなり困
難な状況ですが、児童生徒の少子化などによる余裕教室
の活用を考えて生きたいと思います (岩国市) 
・図書館の改修などの整備が必要 → 目標と取り組みの
中に盛り込んでいる (豊中市) 
２）情報化 
 情報化については、以下のような意見と回答が
あった。 
・学校図書館の情報化について言及すべきである → 修
正しました「また所蔵する図書資料のデータベース化を
図るなど学校図書館の情報化を推進します」（宮城県） 
・学校のコンピュータ環境を整備した上で図書管理システ
ムを全校で導入し地域の公共図書館と横断検索等が実
行できる体制を形成すべきである／蔵書のデータベー
ス化とともに図書の相互貸借等を視野に入れて学校図
書館同士や公共図書館とのネットワーク構築を推進す
べきではないか／蔵書情報のデータベース化などは予
算の裏づけが必要であるとともに膨大な作業量を伴う
ことを認識してほしい → ご意見を参考とし学校図
書館の情報化等に関する部分の表現を修正しました。学
校図書館同士及び公共図書館とのネットワーク構築に
ついてはご意見を参考とし今後検討してまいります(福
島県) 
・学校図書館の情報化に関する予算を十分に措置してほし
い → ご意見の主旨を踏まえて施策の方向を記述し
ています(千葉県) 
・図書館にコンピュータの配置(神奈川県) 
・府立高校における蔵書のデータベース化やインターネッ
ト接続による相互検索貸借が行えるようにしてほしい。
／データベース化は望まれますではなく行います、促進
しますとして早急な実現を望む → 蔵書情報のデー
タベース化、ネットワーク化の有効性について市町村に
理解を促すとともに府立学校についても積極的に研究
を進めたい(京都府) 
・蔵書情報データベース化の促進を図ってほしい → ご
意見の主旨を踏まえて施策の方向を記述しています（千
葉県） 
・図書館システムの導入について進行計画を明確にしたほ
うがいい → 平成17年度モデル校として小学校2校に
導入。ほかは状況判断の上検討。(白老町) 
・図書をコンピュータで探せるのはありがたい → 市立
図書間と共同のデータベースシステムを開発し資料検
索ができるようにする(小平市) 
・学校図書館のパソコンにインターネットの導入を → 
学校図書館システムの導入後の検討課題とさせていた
だきます(川崎市) 
データベース化については、設備だけでなく人
手のかかる仕事であることが訴えられ、その人的
配置についても求められている。 
・資料蔵書のデータベース化は手間隙のかかる仕事です。
欧米のようにボランティアにもできるよう行程を細分
単純化して効率的に進める工夫をしたらどうか →ボ
ランティアの活動については示しているが、蔵書のデー
タベース化についてもボランティアの活用が図られる
ことが望まれます。 
・蔵書データベース化の提案から1年半たったが学校間で
蔵書が利用できる状況ではない。データ入力が各学校に
任され無理があった。できていない学校には何らかの手
配をしてほしい。学校間の蔵書を利用する際の流通シス
テムを具体的にしてほしい。現状の司書教諭体制では何
も働かないシステムになることを危惧する → 
学校図書館担当司書の配置の中で蔵書データの入力な
ど対応してまいります。学校間の蔵書利用については人
的配置の面から現時点では困難と考えております(平塚
市) 
・学校図書館の資料提供を効率的に勧めていくためにはほ
かの図書館との相互検索機能を高める必要がある／学
校間の相互検索を進める上で統一された書式と検索ソ
フトの統一を図り市内LANの整備を進めてほしい  → 
情報化を進めます／データベース化などを支援し資料
のさらなる有効活用を図ります(池田市) 
・設備の充実についてはコンピュータの設置、資料の精
選・補充運、読書活動のしやすい環境整備など今後も努
力していきたい(岩国市) 
 
３）地域開放 
 学校図書館の地域開放については、以下のよう
な意見が寄せられ、それぞれの回答が見られた。
開放に賛意を唱える意見もみられるものの、安易
な開放を危ぶむ声も少なくない。 
○賛成方向 
・休業日、土曜日などにおける学校図書館の開放をぜひ積
極的に進めるべきである →計画への賛意と受け止め
ます。なお学校図書館を地域開放す質得る学校の割合は
小学校10%、中学校6%高等学校4%と把握しており上昇の
傾向にあります(岩手県) 
・土日長期休業日に地域開放してほしい →明記している 
(徳島県) 
○慎重に・条件整備がまず必要 
・学校図書館の開放については安全確保のための条件整備
をし、安易な開放はすべきではない→ 学校図書館の開
放は地域の実情に応じて判断されるべきものであるこ
とをふまえ記述を修正しました(国) 
・学校の地域開放については安全面等を考慮すると時期尚
早と思われ賛成しかねる／学校図書館の地域開放につ
いては生徒の利用が制限されることのないように配慮
してほしい → 学校図書館の開放の関しては児童生
徒の学習支援施設としての学校図書館の役割・・等に十
分配慮しながら開放を検討する」こととしました(福島
県) 
・慎重に事を運んでほしい。学校に地域の人が入るには相
当数の職員の配置が望まれる。／学校図書館としての資
料の充実や職員の配置もないままで開放することに無
理がある。また学校図書館の機能役割と地域の文化活動
の中心となる図書館の機能、役割と箱となり、むしろ公
共図書館の増設を望みたい。／学校図書館の開放はとも
かく、一般住民への資料貸し出しは困難を伴うと考える。
学校図書館は小中高校をとわず予算が少なく、児童生
徒はもちろんのこと教職員への資料提供もままならな
い状況である。／小中学校は市立図書館の支援なしで学
校図書館サービスは成り立たないが、市町村図書館は職
員数が少なくなり学校図書館支援が難しくなっている。
そのようななかで学校図書館を一般公開し貸し出しを
実施することは混乱を招き不満を募らせる。 → 学校
図書館は法に定められているとおり学校教育に支障の
ない範囲において開放を進めてまいります(埼玉県) 
・地域開放について開放学校数の割合のアップが読書向上
につながる根拠はどこにあるのか。／地域開放について
は学校側の蔵書体制、職員体制といった条件が整ってい
なければデメリットばかりが目立つし、子供の読書活動
と直接関係が薄い／公共図書館が整備されており専門
知識のある職員がいることが条件になる。数値目標は意
味がない／利用者情報の保護、安全管理の問題、公共図
書館の機能などの問題がある → 週5日制に伴い学校
施設を地域開放していくことが求められている。休日で
も子供たちが学校図書館を利用できる、地域の人々に開
放することで子供のまわりにいる大人が子供の読書活
動推進に寄与できる環境の整備を図ることによって読
書環境向上につながる。開放にあたってはボランティア
等の協力を得ながらセキュリティーに配慮し、各学校地
域の実情に合わせ双方が利用しやすい環境作りの促進
に努める(長野県) 
・施設や人的配置等の条件が整った上で進めるべき →開
放は学校や地域の実情に応じてその時期期間方法につ
いて十分考慮すべきで一文追加（「各学校や地域の実情
に応じて・・」）(愛知県) 
・学校図書館を校舎の1階に持ってきて地域住民に開放す
ること／地域開放は人員の確保や蔵書不足安全管理の
問題がある → 1階に移すことは現状では難しい。地
域開放は賛否両論。学校図書館法第4条に地域開放が記
されており実状に応じてできる範囲で進めていただき
たい(三重県) 
・長期休業中の図書室開放を進めるためボランティア・市
立図書館との連携が必要である → 地域の実情に応
じた児童生徒への学校図書館開放がすすむよう市町村
と連携していきたい(京都府) 
・学校図書館の地域開放については学校図書館の機能があ
るので取り組むには時期が早いのではないでしょうか 
4件 →学校図書館法にある。現在開放を行っている学
校もあるが実情による。地域開放については安全対策と
の関係もあり一律にその方法を強制するものではあり
ません。(大阪府) 
・地域に公立図書館がない場合は学校図書館の開放よりも
公立図書館の設置を検討すべきであり、開放は削除すべ
き →施設開放が求められている。開放に当たっては実
状にあわせたやり方について検討することが必要であ
り今後の課題として今回の計画では開放は削除しまし
た（山口県） 
・学校図書館の開放にあたっては専任の職員を配置し合わ
せて魅力ある本をそろえることが必要である(2件）→
「休日のボランティア活動の体制作りを推進する必要
があります」と述べています。今後具体的に開放に向け
ての方策を検討していく必要があると考えています。 
・地域への開放は管理の問題が多いので明記しないほうが
いいのではないか。慎重に検討を → 本文の主旨と一
致していますが、ご意見を踏まえ慎重に検討して参りま
す（池田市） 
4.3.6 学校図書館活動に関する意見とその回答 
 読書指導については特に朝の読書など一斉読書
活動に対しての意見が多く寄せられた。一斉読書
の活動や必読図書・推薦図書の設定に賛意を唱え
るものがある一方で、押し付けになるという危惧
も少なくなく、自主的な読書活動を法令等で規定
することへの危機感が見られた。 
・朝の読書や読み聞かせなどの取り組みの普及について言
葉だけの呼びかけでなくすべての学校に普及奨励のた
めのパンフレットを配布するなどの具体的施策を盛り
込んでほしい。／卒業までに一定量の読書を推奨するな
どは学校による読書の強制につながるおそれがある／
学校の自主判断にまかせるよりたとえば古典を必読書
に指定するなどある程度国が一定基準をきめてはどう
か。 → 法律で定義されている読書の意義に沿うもの
であれば対象となるものと考えている／各学校におい
て実情に応じて工夫して取り組んでいくことが大切で
あると考える(国) 
・県内全学校で読み聞かせや朝の十分間読書を実施する／
発表会を開催する／推薦図書コーナーを設置したりブ
ックリストを作成して活用を図るなどの工夫がほしい
／感動する本を強制的に読ませる。／学校で週3時間読
書の時間を設定する → 記載している／学校の読書
活動の取り組みは自主的に実施することを期待するも
のであり法律にもその記述がある 
・朝の読書の取り組みが学校現場に負担をもたらすことに
ならないか/あくまで自由読書を基本にする/読書しな
い権利も尊重したい → 学校の実情に応じて多様
な取り組みがなされるよう奨励していきます(福島県) 
・何を基準に「優良図書」というのかわからない／リスト
化の場合は読みつがれた本を第一に考えてほしい。この
数年の推奨図書のリストは新しい本が評価されており
疑問  → 本計画に記載されている推奨図書や
推薦図書などを優良な図書と考えている ／すでに普
及している名作以外の図書を推奨し良書の拡大を図る
ことで読書活動を推進したいと考えている（埼玉県） 
・朝の読書は今後も継続的に取り組む必要がある／朝の読
書を県内の学校全部に広げてほしい／マンネリ化して
いるという声も聞く →各学校で実践している取り組
みは十分尊重し読書習慣読書指導の充実に取り組む(千
葉県) 
・全校一斉の読書活動は削除してほしい／課題図書は削除
してほしい → 読書習慣形成のためには全校一斉に
読書時間を確保し進めていく必要がある／発達段階に
応じてその年代にふさわしい本を読むことは大切であ
り課題図書を例示としてあげている(東京都) 
・朝の読書はよい取り組み／押し付け感が出ないか危惧す
る／読書時間をどこで確保すればいいのか教育委員会
が具体化してほしい／朝の読書はそのもとになったア
メリカでの「黙読の時間」とはかなり違ってきておりそ
のことを認識した上での記述が必要 → 学習指導要領
にもとづき各学校の教育課程の編成が行われていると
認識しています／意見の趣旨は理解しています(神奈川
県) 
・朝の読書の実態調査を行うべき → 文部科学省の
依頼に基づき調査をしている(新潟県) 
・一斉読書活動、朝の読書はさまざまな読書活動のひとつ
にすぎない。これらに数値目標を課すのは適切ではない.
／朝の一斉読書は数値目標を挙げるべき活動ではない
／一斉読書は生徒指導的な面から行われる場合があり、
自主的な読書活動につながるものではない。数値目標と
してはふさわしくない → たくさんある活動の中の
ひとつの目安となるものと考えている(長野県) 
・すべての学校で毎日継続して実施するよう強調してもり
こむべき → 一斉に読書に親しむ方策を例示し読書
指導の展開を目指すこととして記述している（愛知県） 
・全校一斉読書活動であるが、数値だけでなく活動内容に
も目を向けてほしい。先生にばかり負担をかけず社会全
体で支えていけたらと願っている(滋賀県)  
・学校で10分間読書の時間など本に親しむ時間を設けてほ
しい → 記述している (兵庫県) 
・教育課程の中に読書の時間を確保する必要／進路に応じ
た読書指導は適当か → 今後具体的な対応方策の
検討を進める(鳥取県) 
・朝の読書や読書会等をあげるのは読書の強制につなが
りかねない／県教委で朝の読書を推進してほしいう／
中高生のボランティア育成は削除すべき／小学校高学
年によるボランティアは有効  → 学校における読書
指導は読書に取り組む時間を設定して習慣を身に着け
ることを目指すもの／ボランティアは異世代交流につ
ながり教育的観点から必要と考える 
・子供の平均読書冊数をどのくらいまで引き上げるか、目
標を明記しなければ経過がわからない／読み聞かせの
実施率の具体的な市町村別の数値を乗せるべきである
→ 各学校の実態に応じて掲げられるものと考えます
ので、本計画には設定していません。/読み聞かせは各
学校における実情のもとに実施されるもので、県としま
しては市町村別の数値は本計画には記載しておりませ
ん (宮崎県) 
・コンクールなどはやらないほうがいい（強制になる）／
小学校で朝読書を実施してほしい → 子供たちの読
書案内になる／新宿区立学校の小学校の83%が朝読書実
施しています 
・学校図書館の格差が学校間で広がっている／学校図書館
における個人情報の保護の徹底を → ガイドブック
に学校図書館の役割、環境整備などについて提示してい
きます／この後の検討課題と認識しております(川崎
市) 
・読書ノートを活用してほしい／読書週間など押し付けに
ならないか／読み聞かせを実施してほしい →各学校
に応じた読書計画作成の参考とさせていただきます(平
塚市) 
・市内の学校に均一にストーリーテリング、おはなし会を
実施してほしい →42の小学校で4月23日の前後に特別
な取り組みを、43の小学校で朝の読書、48の小学校で読
書タイムを継続的に設定している。学校の状況に応じて
創意工夫していきます(姫路市) 
 
５考察 
5.1 学校図書館の人的配置について 
 学校図書館にかかわる「人」としては、司書教
諭と学校司書があり、それぞれについて多数の要
望が寄せられていた。 
１）司書教諭の配置 
現在12学級以上の学校では司書教諭の配置措置
猶予は撤廃され9割以上の配置がなされているが、
実際には以下のような問題があると市民側では感
じている。第一に11学級以下の小規模校で配置の
猶予が存続し、司書教諭のいない学校がいまだ存
在していること、第二に司書教諭の多くが学校図
書館業務に専念できておらず期待された働きがな
い、ということである。 
 司書教諭配置猶予は1997年の学校図書館法改正
で12学級以上校については2003年3月末をもって
撤廃された。しかし12学級以上の学校は学校数全
体からみると半数強でしかなく、残り半数弱には
その「猶予」はいまだ有効である。文部省は「学
校図書館法の一部を改正する法律等の施行につい
て(通知)」vで留意事項として「学校図書館におけ
る司書教諭の重要性に鑑み、これらの学校（筆者
注：11学級以下の学校）においても司書教諭の設
置がなされるよう努めることが望まれること」と
しており、自治体がこの「猶予」を「法令の定め」
として用いる（「法令に従い12学級以上の規模の
学校に対して行う」大阪府；「学校図書館法に定
められた基準を最低限満たすことが必要」香川県）
のはいささか問題があると感じられるが、そのよ
うな解釈の可能性を持たせている附則じたいに問
題があるともいえるだろう。 
2）司書教諭の専任化と定数法 
 多くの市民が問題にしているのは特に第二の点
で、学校図書館法にその役割が定められた司書教
諭が配置になったのに、いざふたを開けてみれば
担任等と兼務で、従来とほとんど変化がないとい
う実態への失望でもある。この実態は司書教諭へ
の調査viにおいても確認され、配置されて変化が
あったかという問いに対して小中は6割以上高校
でも半数以上が「時間軽減がないため、状況が以
前と変わらない」と回答している。そのためパブ
リックコメントでは専任化を望む声も少なからず
寄せられた。担任と図書館業務を兼務すれば、図
書館に常駐できなくなるのは明白でありそれを解
消するために専任化を望む声が起きるのもまた当
然であろう。 
 しかしこの声に対し自治体の多くは「定数法」
を理由に困難と回答している。定数法とは、「公
立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標
準に関する法律」（1958）及び、「公立高等学校の
適正配置及び教職員定数の標準等に関する法律」
（1961）をさし、児童生徒数に応じて教職員の人
数を定めるもので、つまりは、この法律に専任司
書教諭の枠は設定されていないため、専任司書教
諭を加配する措置は取れないということである。 
2006年度予算要求では、初めて司書教諭の加配
が要求事項として議題に上った。小学校24学級以
上、中学校21学級以上の学校に各0.5人、平成18
年から22年までの5年間で合計1,027人を配置措置
するという計画である。残念ながら2006年度の策
定はならず、加配は実現しなかったが、このよう
な要求が形になったことは画期的なことであった。
今後もこの動きは注目される。 
しかしながら現在の段階では定数法が壁になっ
ていることは否めない。けれども、これについて
法があるから困難であると切り捨てるだけでは、
問題を理解していないといわざるを得ない。少な
くとも問題意識をもって定数法の改善を求め、ま
たその打開策を検討するのが自治体の責務ではな
いだろうか。 
多くの自治体では、「校務分掌上の工夫」「教
職員の協力体制」が司書教諭の業務負担軽減に対
しての回答として用いられた。 
このような回答を示す以上、「校務分掌上の工
夫」を具体的にどのようにすれば、学校における
読書推進の拠点となるような学校図書館の運営が
成り立つのか、現在でも行われているはずの「教
職員の協力体制」をさらにどう変えれば学校図書
館運営が成り立つというのか、国および該当自治
体こそ具体例を示す義務がある。これだけ多くの
司書教諭が実態として、図書館業務をこなすのが
難しいといっているのであるのだから、国・自治
体が工夫をすべきであって、それを学校内や個人
レベルの「工夫」や「協力体制」でとどめてしま
うのは無理があるというものであろう。 
「司書教諭は校務分掌で多少は配慮されている
が、増員の配置ではないので実質的に係り教諭で
あったときと変わらないのではないか」という意
見にどのように納得のいく答えを返すことができ
るか、考えなくてはならない。 
なお、司書教諭は学校図書館法という法律にそ
の職務が規定された職であり、「学校図書館の専門
的職務を掌らせるため」に、教員免許に加えて2
科目10単位の専門科目の講習を修了した者のみが
その資格を得るという点で、単に学校内でその役
割を割り振る図書主任・図書係り教諭とは、専門
性という点においても大きく異なるはずである。
その意味でも、その業務の専門性を正しく評価す
すれば、校務分掌として学校長が発令するよりも、
市区町村の教育委員会がその職務をきちんと規定
して発令するのが本筋ではないかと思われる。 
3）学校司書の配置 
学校図書館を常時開館し直接児童生徒に接する
専門職として「学校司書」配置を望む声は多い。
市区町村独自の試みとして学校司書を配置してい
るところもあるが、それがないところにとっては、
近隣自治体にはあるのになぜ自分の市にはないの
か、という思いは強くなるだろう。都道府県にそ
のリーダーシップをとってほしいという強い願い
がみられたが、都道府県としては積極的な回答を
寄せたところは少なく、市区町村ごとの取り組み
とかわしたところが多かった。 
市区町村の試みとするなら、都道府県は、各市
区町村がそれぞれの計画でどのように対処してい
くのかを確認したり、また計画自体が策定されな
い場合はどのように市区町村に寄せられた意見を
伝えていくのか、そこまでの策を打ち出すべきで
あろう。 
また、司書教諭への言及に置き換えて回答した
自治体もあったが、そもそも学校司書と司書教諭
の役割は、重なる部分はあるにせよ同一ではない。
学校図書館法改正時(1997年)の文部省通知viiは留
意事項として「学校図書館担当の事務職員は、図
書館サービスの提供及び学校図書館の庶務・会計
等の職務に従事しているものであり、その役割は、
司書教諭の役割とは別個のものであることに留意
すること」としている。両者が併置され協働して
こそ効果的な学校図書館運営が成り立つことを自
治体それぞれが理解する必要がある。 
すでに学校司書を配置している市区町村では市
民からの評価は一様に高い。であるのに計画に学
校司書についての記述がないということは自治体
側がその評価を十分していないということの表れ
ととられても仕方ないだろう。それについて指摘
する声もあった。 
学校司書については、その名称や役割について
も意見があった（「学校図書館事務職員という職
名を学校司書として配置を進めてほしい。担当事
務職員では司書の資格が問われないのではないか
／配置の後退を招かないように学校司書の位置づ
けの明確化が望まれる。その際は図書館専門職員
を表す「(学校)司書」の名称を使用するのが望ま
しいと考える」 (岡山県)、「補助指導員の仕事は
司書教諭の補助ではなく運営上の重要なパートナ
ー 」(香川県)）。これらも学校司書という専門職
へのプラス評価と考えられる。 
加えて、学校司書の正規化常勤化などを望む声
も多くあった。が、これに対して自治体側からは
積極的な回答は見られなかった。事業継続につい
ては必ずしも積極的ではないということであろう
か。また、司書教諭と同様に「定数法」の規定に
より困難という回答も見られた。定数法は、1993
年に改正され、その際出された文部省通知におい
て、公立小中学校は「事務職員が図書館事務を担
当できるように複数配置の基準を引き下げ、27学
級以上の小学校及び21学級以上の中学校に二人を
配置できるよう措置」、高等学校では「事務職員が
図書館事務を担当できるように複数配置の基準を
引き下げ、12学級以上の全日制課程及び定時性の
課程に一人を配置できるよう措置」している。高
校の基準が標準規模であるのに比して、小中学校
はかなりの大規模校が基準となっているため多く
の小中学校がこれに該当せず、定数法が依然とし
て「壁」であるとの返答が成り立ったと思われる。  
学校司書が専門的職務に継続的に取り組むため
に身分の安定は不可欠の要素である。財政的措置
を伴うものであるために直裁な回答が困難な面も
あるのだろうが、学校司書が読書活動推進におい
て担っている役割の大きさを自治体は正しく認識
し、市民からの司書要望の声をもっと真摯にうけ
とめて、小中学校の基準を高校なみにすることを
要望するなど、その職務安定を図る方向でいてほ
しい。 
4）ボランティアについて 
ボランティアについては「ボランティアを安上
がり行政を担うものとしないで」(神奈川県)、「学
校図書館におけるボランティアの活用は司書教諭、
学校司書などの職員体制が整ったことを前提とし
て行うべきでありボランティアをその不備を補う
形で活用を図るべきではない」(長野県)、「ボラ
ンティアだけに頼る体制では学校図書館は充実し
ていかない」(川崎市)などをはじめとして、職務
として行う人材の不備を補うものとしてではなく、
区別して扱うべきとする意見が多く見られた。し
かし自治体側は「学校支援ボランティアの協力」
や「地域ボランティアのご協力」を主張し、人的
配置の一環としてボランティアを見ている様相が
強く、乖離が見られる。 
「すでに各学校においてボランティアの活躍に
より子供の読書活動が推進されている例が多数見
られることから国としてこのような取り組みを促
していこうと考えています」(国)「地域との連携
が必要」などと回答しているが、すでにボランテ
ィアとして活動していると思われる市民らから、
「ボランティアをしてきたがやはり司書は必要。
先生方との連絡が不可欠／ボランティアはあくま
でも間に合わせであり司書を配置することを検討
してほしい」(平塚市)「ボランティアは前提とし
て司書教諭や学校司書などのコーディネータの存
在が必要 (長野県)」「ボランティアが入ってもボ
ランティアの独断でできない。図書館担当の先生
は必要。」(徳島県)「学校図書館ボランティアは
学校側に窓口になってくれる人が必要(香川県)」
「保護者がボランティアとして入る場合研修が必
要。そのためにも図書主任や司書教諭の介入が必
要」(平塚市)「ボランティアを受け入れる学校図
書館に司書を配置してほしい それがボランティ
アの育成にもつながる」（福井県）など学校側と
の間をとりもつコーディネータが必要と訴えてい
る。自治体側はコーディネータの役割は司書教諭
がもつとしているが、実際兼務でほとんど図書館
業務に関われない司書教諭が現状のままでコーデ
ィネータの役割を果たせるとは思えない。「ボラ
ンティアが学校と協力して図書館運営にまで活動
できるように連携を促進するというのは学校司書
の現実をあまりにも知らなさ過ぎる。」(長野県)
という声を受け止め、ボランティアを受け入れる
にしても、図書館活動を、専門的知識の必要な職
務として行うべきものと、そうでないものにきち
んと分けて、ボランティアを「活用」する活動の
範囲を決める必要があるのではないか。それでな
くては計画的な活動推進は望めない。 
5.2 学校図書館蔵書と予算措置について 
国の学校図書館図書整備計画とそれに伴う地方
交付税措置について、それを知る住民からはその
確実な措置を望む声が多かった。が、都道府県の 
多くの回答は市町村の問題、とするもので、「図書
標準の計画的な達成にむけて主旨が理解されるよ
う努める」など「つとめる」「促す」の回答にと
どまった。市区町村でも全市の中での財政的取り
組みとして「努める」との回答であった。 
市民の要望は、とにかく学校図書館に十分な資
料が具備されることである。そのための計画とし
て学校図書館図書整備計画があるのではないのか。
地方交付税措置は使途が限定されないとはいえ、
もともとは整備計画として措置されているもので
ある。それがなぜ学校図書館図書にのみ充当する
といえないのか、市民の疑問はそこに尽きると思
われるが、それを解決するような回答は見当たら
なかった。 
5.3 学校図書館施設・設備と地域開放について 
１） 学校図書館施設設備と情報化 
 学校図書館のコンピュータ設置がどの程度進ん
でいるのか、国全体の指標では、学校図書館への
コンピュータ設置率は45.7%（2005年3月31日現在）
viiiであった。残念ながら地域ごと（都道府県、市
区町村別）のデータを文部科学省自身も把握して
いないが、ぜひ分析が進められるべきである。 
 意見では他機関とのネットワークのための情報
機器導入などを望む声があった。そのためには自
館の蔵書情報をデータベース化する必要がある。
これについて人的配置がないままでの計画導入に
対して怒りとも見える声も見られた。情報機器は
導入してもその後のメンテナンスも必要であり、
そこに人手が必要となることは明白である。情報
化は機器導入だけでは終わらないことを意識して
その整備計画を練るべきであろう。 
２） 地域開放 
 地域開放については多くの意見が寄せられ、大
半が安易にすべきではないとするものであった。
昨今の事件などの危機管理の問題からしても、安
易な開放に不安を感じるのは当然とも思われる。
国をはじめとする自治体の回答は「学校図書館法4
条」の規定を基にしているが、この規定は約半世
紀前に定められたものであり、公共図書館の設立
状況や犯罪の問題の異なる現在にそのままこの条
文だけ当てはめてよいか疑問が残るところである。
山口県はパブリックコメントを受けて、地域開放
を計画に盛り込むことを取りやめた。 
地域開放は長期休暇などの開館で児童生徒を主
な対象とするのか、地域住民へのサービスを主体
とするのかで大きく異なる。また意見で指摘され
ていたように担い手の問題も大きい。計画を実の
あるものにするためにも、地域開放を盛り込む以
上は、自治体は詳細なプランを提示することが必
要だろう。 
5.4 読書活動 
 全校一斉読書については賛否両論あった。子ど
もの読書活動推進法や計画を策定すること自体に
たいして、読書という個人的な活動に対して法律
で定めることへの違和感を唱える人も決して少な
くない。そういう声も把握したうえで、計画に明
記することには慎重でありたい。 
また数値目標を立てることもひとつの策ではあ
るが、数値だけにとらわれない、内容を伴ったも
のになるようにという多くの意見・要望を自治体
はしっかりと受け止めるべきであろう。 
5.5 パブリックコメント全体に対して 
 今回の子ども読書活動推進計画に関するパブリ
ックコメントで、寄せられた意見は国では87名444
件であった。全国公共図書館の専任司書・司書補
数7,474名(2002年)、司書教諭数21,760名(2003年5
月1日時点)からみても圧倒的に少ない。最も多か
った東京都でも162名267件で東京都人口1,221万
(2002年10月)のわずか0.0013%にすぎなかった。 
「子どもの読書」には、図書館、学校の司書・
司書教諭にとどまらず、家庭の親も含めれば人口
の半数近くがなんらかのかかわりを持っているは
ずである。しかし実際に意見を寄せた人は微々た
るものであった。 
これは、意見募集の方法が適切かどうか検証し
てみる必要があるだろう。 
募集機関としては2週間から4週間設けられてい
た。15日間を設けていた群馬県では短すぎるとし
た意見があり、奈良県でも「意見募集期間を3週間
と設定していますが、十分な時間があったとは思
えない」という意見があった。29日間をあててい
た福島県でも広報不足ではないか、期間が短すぎ
るのではないか、という意見があった。どれくら
いの期間が適当なのかについての検討が、パブリ
ックコメント実施上の問題として十分なされるべ
きであろう。ix 
告知方法としては、ホームページが全県でとら
れ、それ以外では、自治体の情報センターでの閲
覧または配布となっていた。『平成17年版情報通
信白書』x によれば、インターネット利用の人口
普及率は62.3%（2004年末）である。人口の約6割
強に普及しているとはいえ逆にいえば4割弱はま
だインターネットを使用していない。そしてその
利用率には年代差があることが言われており、中
学生以上30歳代までは9割以上であるのに対し、50
歳代では8割強、そして60歳代以上になると26.0%
と落ち込んでいる。すなわちホームページの情報
は60歳代以上の人の4分の3には届かないというこ
とである。まして県のホームページに随時アクセ
スしている住民は、インターネット利用者の中で
もそう多くはあるまい。意見募集があると知って
初めてホームページ等で確認するという人の方が
多いと予想されるような中で、県のホームページ
に掲載したからといって、住民への周知ができた
とするのは無理があるのではないか。 
なお図書館のホームページに掲載したのは奈良
県であった。 
 もちろん、今回の場合も、全自治体が管轄課や
行政情報センター等で関係資料の閲覧・配布をあ
わせて行ってはいる。しかし、よくみると閲覧・
配布場所にたとえば図書館が明記されていない場
合が少なくない。都道府県で図書館が閲覧・配布
場所として明記されていたのは奈良県(県立図書
館)、東京都(各都立図書館)で、それも県立都立図
書館であった。市町村立図書館にも資料を置いた
と確認できたのは岡山県（市町村立図書館）のみ
であった。それでも、奈良県では「市立図書館に
冊子が置かれていないこと、この取り組みをほと
んどの県民が知らないようなやり方は変である。
／県政だよりにはさみこんで各戸に配布するくら
いでないと周知されない」(奈良県)という意見が
挙がっている。(奈良県では県政だよりへの掲載は
締め切りの関係で断念したと回答している) 
 市区町村では市区町村立図書館での閲覧(配布)
とともに広報誌の掲載も手段としてあがっていた。 
「広報で素案のことを知り早速公民館に出向いた
が閲覧用が他の閲覧資料とともに置かれているだ
けだったので少しがっかりした。持ち帰り用がな
いばかりでなく目立つよう置かれていなかった。
これではせっかくの企画が市民に広く知られるチ
ャンスが少なくなると思う。(略)」(平塚市)とい
う意見もあり資料配布の必要が訴えられている。 
 パブリックコメントの広報の効果的な方法一般
については今後の研究を待ちたいが、今回の計画
に関して言えば、インターネット広報だけに頼る
のではなく、読書活動に関心をもつ住民が集まる
所であり情報収集としてアクセスする先として図
書館や学校・幼稚園は容易に想定される場所であ
り、そこで広報し資料配布すること、そのホーム
ページに掲載することの効果をもっと検討すべき
であったと思われる。 
 
６ まとめ 
 本研究は、子ども読書活動推進計画の策定にあ
たって住民に意見募集した、その意見と回答を分
析し、学校図書館への要望とその対応を検討した。 
 学校図書館に対する要望では人的配置に関する
ものが最も多かった。司書教諭が専任になり、あ
るいは専門職としての学校司書が配置されて、学
校図書館が常時開館され利活用されることを願う
声がどの地域でも一様に見られた。また人材は専
門職であることが条件で、自治体側が人材活用の
一部と想定する「ボランティア」はコーディネー
タがいてこそ活動できるものという意見も多かっ
た。 
また国の学校図書館図書整備計画で行われる地
方交付税措置が正しく行われて学校図書館蔵書が
整備されること、地域開放については慎重である
べきことなどが共通した意見として見られた。 
以上は学校図書館格差をなくすべしという以下
のような意見にほぼ集約できる。 
「市町村によって学校図書館の充実度に格差があ
ります。県が各市町村を指導していくことを明記
してほしい」(新潟県) 「地域格差などないように、
県内の子どもすべてに平等公平なサービスと環境
整備がなされるよう配慮してほしい」(福島県) 
「学校図書室の地域間格差を是正する」（群馬県） 
 「格差」については、公共図書館設置について
も同様の声がある（「図書館の設置率と関連し、同
じ県民でも住んでいる市町によって受けられる図
書館サービスに格差があります。この条件を黙認
していいのでしょうか。(略)」（新潟県）、「情報格
差をなくすために図書館未設置自治体解消のため
に群馬県の図書館振興策を早急に策定し図書館設
置の気運を醸成すべきです」(群馬県)、「合併前の
すべての市町において図書館を設置する計画を提
起する必要がありそのために香川県図書館進行計
画を策定してあらゆる地域への図書館設置を県民
と市町に呼びかける(略)この問題と関連して、県
内図書館の資料費、職員、利用の状況に関する大
きな格差について目を向けなければならない。図
書館間の格差をなくし全体としての図書館の水準
の引きあげを振興計画の中に明確にして取り組む
必要がある。」（香川県））。「平等公平なサービス」
は公共図書館にとってはもちろんのこと学校図書
館にとっても大事なキーワードといえるだろう。 
上の意見に対し、寄せられた自治体はいずれも
財政的事情などを理由にすでにあるサービスを強
調する、あるいは「今後の検討課題とさせていだ
きます」とするだけで現況を脱却する新しい策を
打ち出してはいない。国からその予算措置計画が
打ち出されているはずの学校図書館図書整備計画
でさえも、他局との調整などを言って明言を避け
ている。まして学校司書などの専門職配置、そし
て冷暖房などの施設改善など予算措置を伴うよう
なものに対しては、市民の思惑と食い違いが大き
かった。全体に数値目標を立てるなどの具体性に
乏しく、計画終了時にその到達度がわかりにくい
項目が多い。住民としてはパブリックコメントへ
の回答をも検討材料として、計画の遂行をしっか
り見守り、計画終了時点での見直しに積極的に関
わるべきであろう。 
そのためには、より厳しくチェックし、数多く
の意見を提起できるよう、組織力をつけることが
住民側の課題といえる。 
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